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１．安全な暮らしの実現

（１）震災対策

（首都直下地震対策への取組）

首都圏における地震対策としては、これまで「南関東地域直下の地震対策に関する大綱」（平

成４年中央防災会議）に基づく予防措置、災害応急対策に係る各種の体制の整備等の政府の

取組がなされてきた。一方、国際社会における我が国の経済社会面での役割が増大し、国の

中枢管理機能の首都への集中、少子高齢化やコミュニティの衰退等社会経済情勢がめまぐる

しく変化している中、首都直下の地震の切迫性が指摘されており、防災対策を強化する必要

があるとの認識のもと、首都直下の地震像を明確化し、経済機能など首都機能の確保対策を

はじめとした首都直下地震対策をより強力なものとするため、中央防災会議は平成１５年９月、

首都直下地震対策専門調査会を設置し、１５回にわたる検討を経て、平成１７年２月に、首都直

下地震に係る被害想定を公表した。

被害想定では、地震発生の蓋然性が高い１８タイプの地震を想定し、特徴的な発生時刻・季

節として４つのシーン、さらに風速について２つのパターンを設定し、これらの組み合わせ

のそれぞれについて、直接・間接による人的・物的・経済的被害を定量的に想定しており、例

えば地震のタイプが東京湾北部地震（Ｍ７．３）の場合、冬季で朝５時、風速３m/sの条件では

揺れ等と火災によるものを合わせて約２３万棟が失われ約５，３００人の死者が出ると予測されてい

るが、冬季で夕方１８時、風速１５m／sの条件になるとそれぞれ約８５万棟、約１１，０００人となると想

定されている（図表２‐５‐１～図表２‐５‐３）。また、都心部への滞留者が特に多いと考えられる

夏季昼１２時で、約６５０万人の帰宅困難者が発生すると想定されている。

また、今回の被害想定における定量評価では考慮されていないものの、長周期地震動によ

る超高層ビルの被災、沿道建物の倒れ込みによる道路・鉄道施設等の損壊等の物的被害、発

災前後に降雨が重なった場合や大規模施設におけるパニックの発生による人的被害の拡大等

が起こり得ることも併せて提言されている。

中央防災会議首都直下地震対策専門調査会では、今回の被害想定を基に、建築物の耐震化

対策や帰宅困難者対策等の人的・物的被害軽減対策、企業の業務継続体制の確保や政治・行

政のバックアップ機能の確保等の経済被害軽減対策などについて、今後その方策を検討して

いくこととしており、本年夏頃を目途に報告をとりまとめる予定である。その後、全体的な

対策のマスタープランとしての大綱が策定される予定である。

安全・快適で質の高い
生活環境の整備
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図表２‐５‐１ 人的被害の概要（東京湾北部地震（Ｍ７．３））

項 目 冬・５時 秋・８時 夏・１２時 冬・１８時

建物倒壊による死者

（うち屋内収容物移動・転倒）

約 ４，２００人 約 ３，２００人 約 ２，４００人 約 ３，１００人

（約 ６００人） （約 ４００人） （約 ３００人） （約 ４００人）

急傾斜地崩壊による死者 約 １，０００人 約 ８００人 約 ９００人 約 ９００人

火災による死者
風速３m 約 ７０人 約 ７０人 約 １００人 約 ２，４００人

風速１５m 約 ４００人 約 ４００人 約 ６００人 約 ６，２００人

ブロック塀等の倒壊、
屋外落下物による死者※１

－ 約 ８００人

交通被害による死者※２ 約 １０人 約 ３００人 約 １００人 約 ２００人

ターミナル駅被災による死者※３ － 約 １０人 － －

死者数合計
風速３m 約 ５，３００人 約 ５，１００人 約 ４，２００人 約 ７，３００人

風速１５m 約 ５，６００人 約 ５，４００人 約 ４，８００人 約１１，０００人

（死者のうち

災害時要援護者）

風速３m （約 ２，０００人） （約 ２，０００人） （約 ２，０００人） （約 ２，９００人）

風速１５m （約 ２，６００人） （約 ２，６００人） （約 ２，７００人） （約 ４，１００人）

負傷者数

（重傷者含む）

風速３m 約１６０，０００人 約１７０，０００人 約 １４０，０００人 約１８０，０００人

風速１５m 約１８０，０００人 約１８０，０００人 約 １７０，０００人 約２１０，０００人

重傷者数
風速３m 約１７，０００人 約２４，０００人 約 ２２，０００人 約２８，０００人

風速１５m 約２２，０００人 約２９，０００人 約 ３０，０００人 約３７，０００人

自力脱出困難者数 約５６，０００人 約４４，０００人 約 ３７，０００人 約４３，０００人

帰宅困難者数※４ 約１６０，０００人 － 約６，５００，０００人 －

注１：数値は四捨五入により表示しているため、各数値の合計値は、合計の欄の値と一致しない場合がある。
注２：「－」は値がゼロまたはわずかであることを示す。

※１ ブロック塀・屋外落下物等による死者数は、屋外における１２時間歩行者交通量（７時～１９時）に基づき評価。
※２ 交通被害による死者数は、道路の平均交通量及び鉄道の平均通過人員に基づき評価。ただし、朝８時についてはピーク時
の交通量及び通過人員に基づき評価。

※３ ターミナル駅被災による死者数は、ターミナル駅の平均滞留人口に基づき評価。ただし、朝８時についてはピーク時の滞
留人口に基づき評価。

※４ 都心部への滞留者が特に多いと考えられる１２時のケースについて想定（参考ケースとして５時についても想定）。

資料：内閣府作成
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（ 

＜機能支障＞ 

東
海
地
震 

30％ 

70％ 60％ 75％ 

40％ 

間接被害 
直接被害 

25％ 

首都の経済中枢 
機能支障 

交通ネットワーク 
機能支障 

人的被害 

直接被害 
（復旧費用） 
６６．６兆円 

建物被害　　　　55.2兆 
その他資産、インフラ被害11.4兆 

物的被害 

間接被害（生産額の低下） 

39.0兆円 
（13.2兆円　　　　　　　　25.2兆円　　　　0.6兆円） 

間接被害（交通寸断による 

機会損失・時間損失） 

6.2兆円 

＜機能支障＞ 

■被災地域内 ■国内（被災地域外） ■海外 

約112兆円 

首
都
直
下
地
震 約57兆円 約37兆円 

間接被害 
直接被害 

経済被害 約112兆円 

（基幹的広域防災拠点の整備）

首都圏において大規模かつ広域的な災害が発生した際、広域的な救助活動や全国や世界か

らの物資等の支援の受け入れといった災害対策活動の核となる現地対策本部機能を確保する

ため、都市再生プロジェクト（第一次決定）において、「水上輸送等と連携した基幹的広域防

災拠点を東京湾臨海部に整備する」こととされた。

これを受け、関係省庁及び関係都県市による「首都圏広域防災拠点整備協議会」において、

具体的な整備箇所や整備手法等が決定され、関係機関との役割分担のもと、東京都有明の丘

地区で公園事業、川崎市東扇島地区で港湾事業により基幹的広域防災拠点の整備を行うこと

とされた。

図表２‐５‐２ 被害結果の分布（東京湾北部地震（Ｍ７．３））

図表２‐５‐３ 経済被害等（冬１８時、風速１５m）

揺れによる全壊棟数（都心部） 焼失棟数（都心部）＜冬１８時、風速１５m＞

資料：内閣府作成 資料：内閣府作成

資料：内閣府作成
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《東扇島地区》 ○ ：平常時 
● ：被災時 

国営公園 
都立公園 

《有明の丘地区》 

○草地広場 
ャンプ等 ャンプ等 スキ スキ ●広域支援部隊ベー 

○ エントランス広場・プロムナード 
●災害時医療支援用地 

○公園センター施設 
●合同現地対策本部棟 

○自然とのふれあいゾーン 
●広域支援部隊等の一時集結地・ベースキャンプ 

●物流コントロールセンター 

○多目的広場 
●コア部隊ベースキャンプ 

○草地広場 
●ヘリポート 

○内貿バース 
●救援物資の積卸し 

○人とのふれあいゾーン 
●ヘリポート等 

○多目的なレクリエーションゾーン 
●救援物資の仕分け・内陸への積出し 

●救援物資の積出 し（河川舟運） 

現在、第７回協議会（平成１６年１月）において決定した「東京湾臨海部基幹的広域防災拠

点整備基本計画」（平成１６年８月に一部変更）に基づき、有明の丘地区及び東扇島地区におい

て、適切な機能分担を行い相互に補完することにより、全体として一つの基幹的広域防災拠

点の機能を発揮できるように整備を進めている。

具体的には、有明の丘地区は、被災時においては、国・地方公共団体等の合同現地対策本

部を設置し、首都圏の広域防災のヘッドクォーター１）等として機能するとともに、平常時に

おいては、広域支援部隊等の合同訓練・研修等に利用することとしている。

また、東扇島地区は、被災時においては、物流に関するコントロールセンター等として機

能するとともに、平常時においては、人々の魅力的な憩いの場として利用することとしてい

る。

図表２‐５‐４ 基幹的広域防災拠点（完成予想図）

１）ヘッドクォーター：本部、指令拠点

資料：国土交通省
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全国 
7,971ha

その他 
962ha
（12.1%） 

近畿圏 
3,101ha
（38.9%） 

首都圏 
3,682ha
（46.2%） 

 

（2.5%） 
重複県 1） 

29ha
（0.4%） 
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地震時等において大規模な火災の可能性 
があり重点的に改善すべき密集市街地 

（２）密集市街地の整備改善

（密集市街地の現状）

老朽化した木造住宅が密集し、細街路が多く公園等のオープンスペースの少ない市街地は

密集市街地（もしくは木造住宅密集市街地）と呼ばれ、同市街地では、地震時に家屋の倒壊

や大火等の発生、さらには消火・避難・救助活動の遅れ等により重大な被害を受ける危険性

が極めて高く、早急な整備改善が課題になっている。

国土交通省では、地震時等において大規模な火災の可能性があり重点的に改善すべき密集

市街地（以下「重点密集市街地」という。）

を、都道府県及び政令指定都市の協力を

得て詳細に把握し、その結果を平成１５年

７月に公表したところである。それによ

ると、平成１４年度末時点で、首都圏には

全国の約４６％にあたる３，６８２ha（おおよ

そ山手線の内側の面積の半分を上回る広

さ）の重点密集市街地が存在しているこ

とがわかった（図表２‐５‐５）。また、首

都圏では、茨城県、栃木県、群馬県、山

梨県には重点密集市街地が存在せず、主

に東京都に集中し、東京都でも特に山手

線沿線から環状７号線にかけての地域に

多く存在している（図表２‐５‐６、２‐５‐７）。

１）重複県：「近畿圏整備法」（昭和３８年法律第１２９号）、「中部圏開発整備法」（昭和４１年法律第１０２号）に規定する府県

のうち、福井県、三重県、滋賀県を指す。

図表２‐５‐６ 首都圏における都県別の重点
密集市街地の状況

図表２‐５‐７ 東京都における重点密集市街地
の分布状況

図表２‐５‐５ 全国における重点密集市街地の
分布

注 ：内訳の合計が１００％とならないのは、数値の四捨五
入の関係による。

資料：国土交通省

資料：国土交通省
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凡　例 
骨格防災軸（都市計画道路等） 

主要延焼遮断帯 

整備地域 

重点整備地域 

一般延焼遮断帯 

骨格防災軸（河川） 

延焼遮断帯に指定されていない避難路 

行政区域境界線 

JR線 0

20

40

60

80

100

120

140

160

180
（地区） 

住宅市街地総合整備事業 
（密集市街地整備型） 

都市防災総合推進事業 

東京都 
73地区 

周辺周辺44県県  
33地区地区  
周辺4県 
3地区 

近隣近隣3県 
5地区地区 
近隣3県 
5地区 近隣近隣3県 

3地区地区 
近隣3県 
3地区 

全国：169地区 

東京都 
46地区 

全国：全国：7373地区地区  全国：73地区 

東京都 
近隣3県（埼玉県、千葉県、神奈川県） 

全国（首都圏以外） 
周辺4県（茨城県、栃木県、群馬県、山梨県） 

（改善施策の方針）

このような密集市街地の安全性確保のため、都市再生本部の都市再生プロジェクト（第三

次決定）において「密集市街地の緊急整備」が位置付けられており、様々な取組が推進され

ている。また、平成１５年１０月に閣議決定された社会資本整備重点計画においては、平成１９年

度までに、全国の重点密集市街地約８，０００haのうち約３割について、最低限の安全性を確保２）

することを重点目標として掲げている。

また、首都圏における重点密集市街地の大部分が存在する東京都においては、平成１６年３

月に「防災都市づくり推進計画」が策定されており、老朽化した木造住宅等が集積する木造

住宅密集地域の中から重点整備地域３）を定め、平成２７年度までに、地区毎に不燃領域率４５～

７０％４）を目指して整備方策を定めている（図表２‐５‐８）。

（事業実施の状況）

密集市街地の整備改善のために、住宅市街地総合整備事業、都市防災総合推進事業、街路

事業等が講じられているところである。密集市街地整備型の住宅市街地総合整備事業及び都

市防災総合推進事業の実施状況をみると、首都圏においては、両事業の実施地区について、東

京都が９割以上を占めている（図表２‐５‐９）。

２）最低限の安全性を確保：安全確保のための当面の目標として、地震時等において同時多発火災が発生したとしても

際限なく延焼することがなく、大規模な火災による物的被害を大幅に低減させ、避難困難者がほとんど生じないこ

とをいい、市街地の燃えにくさを表わす指標である不燃領域率で４０％以上を確保することなどをいう。

３）重点整備地域：整備地域の中から、基盤整備事業などを重点化して展開し早期に防災性の向上を図ることにより、

波及効果が期待できる地域。

４）不燃領域率７０％：不燃領域率が７０％を超えると、市街地の焼失率はほぼ０となる。

図表２‐５‐９ 住宅市街地総合整備事業（密集
市街地整備型）及び都市防災総
合推進事業の実施状況

図表２‐５‐８ 防災都市づくり推進計画図

資料：東京都

注 ：住宅市街地総合整備事業は平成１６年４月１日現在、都市防
災総合推進事業については平成１７年４月１日現在の値であ
る。

資料：国土交通省
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（千円／ha） 
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S62 63 H元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15（年） 

全　国 
首都圏 
東京圏 

内水浸水内水浸水 

外水氾濫外水氾濫 

地下に浸透地下に浸透 

宅地造成等により、雨水が地 
下に浸透せず河川等に一度に 
流出し浸水被害をもたらす 

（３）首都圏における治水対策

（首都圏の水害状況とその対策）

人口や資産が高密度に集中してい

る大都市においては、水害等の被災

による被害が甚大なものとなりやす

い。首都圏においては、水害密度１）

が全国平均より高い値を示している

上、近年、例年の約２倍もの数値を

示しており、全国的にも上昇傾向に

ある（図表２‐５‐１０）。

平成１６年度は、全国各地で豪雨に

よる災害が発生し、首都圏において

も１０月の台風第２２号や第２３号をはじ

めとし、夏から秋にかけて豪雨によ

る浸水被害が生じている（Ｐ６参

照）。このような豪雨災害、とりわ

け都市型水害（図表２‐５‐１１）に対し

ては、河道の整備等の河川改修、貯

留施設の設置等の流域対策、浸水想

定区域２）の公表等の被害軽減対策

など、ハード・ソフト両面からの総

合的な治水対策が図られている。

（平成１６年度の動き）

治水対策として河川整備が引き続

き進められており、平成１６年度にお

いては、首都圏氾濫区域堤防強化対

策に着手したほか、５月に朝霞調節

池（埼玉県）の供用、６月に小野川

放水路（千葉県）の完成等の動きが

あった。また、９月には荒川水系荒

川の浸水想定区域図が公表され、荒

川の河口から上流７６．４km地点までを対象として、浸水想定区域と当該区域が浸水した場合

に想定される水深が示された。加えて、平成１７年３月に、利根川水系利根川、江戸川、渡良

瀬川、鬼怒川の浸水想定区域図が公表されており、今後、これらの図で示された浸水想定区

域を含む市区町村において、河川が氾濫した場合に実際に避難できる場所や必要となる予備

１）水害密度：宅地等が水害により被った単位浸水面積当たりの一般資産被害額。

２）浸水想定区域：平成１３年に改正された「水防法」（昭和２４年法律第１９３号）に基づき、洪水予報河川において、河川

整備の計画降雨により河川が氾濫した場合に浸水が想定される区域として指定。

図表２‐５‐１１ 都市型水害のイメージ

図表２‐５‐１０ 水害密度の推移（過去５ヶ年平均）

注１：水害密度は営業停止損失分を含む。
注２：経年比較のため平成７年価格にて算出。
資料：「水害統計」（国土交通省）により国土計画局作成

資料：国土交通省
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知識を記載した洪水ハザードマップの策定が期待される。

（治水施設の効果発現）

平成１６年１０月９日に関東地方

を通過した台風第２２号は、各地

で様々な被害を及ぼしたが、そ

の中でこれまでに整備されてき

た治水施設が着実に効果を発揮

した。

中川流域の治水対策として整

備が進められ、平成１４年６月よ

り全長６．３kmのうち３．３km区間

を供用している首都圏外郭放水

路（図表２‐５‐１２）は、約１００m３／s

を強制的に江戸川に排水し、合

計６６０万m３の洪水調節を行っ

た。中川・綾瀬川流域では、首

都圏外郭放水路をはじめ、過去

から着々と整備・増強を推進し

てきた放水路、排水機場の稼働

により、合計で約５，８５６万m３の

洪水を排水し、浸水被害を最小

限に食い止めた（図表２‐５‐１３）。

また、鶴見川では、平成１５年５

月に完成した鶴見川多目的遊水

池で約１２５万m３の洪水流を貯め

こんだことにより、下流の水位

を低下させ、洪水軽減の効果を

発揮した（図表２‐５‐１４）。

図表２‐５‐１２ 首都圏外郭放水路イメージ図

図表２‐５‐１４ 鶴見川多目的遊水池

流域平均雨量
（mm／４８h）

浸水戸数（戸）

床上浸水 床下浸水

昭和４１年６月（台風第４号） ２１５．２ ４，３７８ １９，８４１

昭和５７年９月（台風第１８号） ２１０．４ ６，４２６ ２９，９９９

平成３年９月（台風第１８号） １８６．５ ４，２６４ ２７，１６７

平成１６年１０月（台風第２２号） １９９．２ １３２ １，１４１

図表２‐５‐１３ 中川・綾瀬川流域における平成１６年台風
第２２号による降雨と同規模降雨による浸
水戸数の比較

資料：国土交通省

資料：国土交通省

注 ：図中の白い矢印は鶴見川から越流した洪水を示す。
資料：国土交通省
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２．魅力ある居住環境の整備

ここでは、市区町村別の住宅着工統計１）を用い、バブル経済崩壊後の首都圏における住宅の

供給動向を分析する。分析に当たっては、住宅の種類別だけでなく、東京７０km圏内の市区町村

を対象とした距離圏を設定した（図表２‐５‐１５）。

（１）住宅の種類別供給動向

東京７０km圏内における平成２

年から平成１６年までの累計着工戸

数は約６６０万戸となっており、住

宅の種類別の内訳は、一戸建の持

家（戸建持家）、一戸建の分譲住

宅（戸建分譲）、共同建の貸家（共

同貸家）、共同建の分譲住宅（共

同分譲）が全体の９４％とその大部

分を占めている（図表２‐５‐１６）。

年間の着工戸数の推移をみる

と、全体の着工戸数は平成１６年に

は平成２年の７割程度まで減少し

ており、中でも共同貸家型住宅の

着工の大幅な減少がみられる。

一方、共同分譲型住宅について

は、着工が拡大し、平成１６年には

図表２‐５‐１５ 東京７０km圏内の市区町村

図表２‐５‐１６ ７０km圏内における利用関係・建て方別の累計住宅着工戸数（平成２～１６年の累計）

１）住宅着工統計：全国における建築物の着工状況を都道府県知事への届出を元に集計した建築物着工統計のうち、住

宅について集計したもの。

建 て 方

一 戸 建 長 屋 建 共 同 合 計

利

用

関

係

持家 １，５４１，８９３ １２，４２７ ２６，９３７ １，５８１，２５７

貸家 ４４，８８６ １７８，０７０ ２，４８５，５５２ ２，７０８，５０８

給与住宅 ８，３３３ ３，６０６ ９６，７３０ １０８，６６９

分譲住宅 ７７１，１４６ ８，３０８ １，４３０，９８２ ２，２１０，４３６

合計 ２，３６６，２５８ ２０２，４１１ ４，０４０，２０１ ６，６０８，８７０

注 ：平成１５年１０月１日時点の市区町村界を用い、旧東京都庁（東京
都千代田区）から各市区町村の役所までの距離で距離圏を判別
している。

資料：国土交通省国土計画局作成

単位：戸数

注１：「給与住宅」とは、会社、官公署、学校等がその社員、職員、教員等
を居住させる目的で建築するもの。

注２：網掛け部を、右図中の「その他」の住宅型に分類した。
資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土計画局作成
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約２７％と共同貸家に次ぐ割合を占める。また、ここ数年、戸建分譲住宅の着工の増加がみられ

る（図表２‐５‐１７）。

着工床面積についても着工戸数と同様に、共同分譲型の住宅が床面積及びそのシェアを拡大

しており、平成２年の約２倍となっている。また、共同貸家が大きく減少しているものの、一

戸当たり床面積が小さいため、着工戸数ほどには全体の着工床面積は減少していない（図表２‐５‐

１８）。

また、近年は、着工戸数、床面積ともに微増傾向にある（図表２‐５‐１７、２‐５‐１８）。

図表２‐５‐１７ 住宅型別の着工戸数・シェアの推移

図表２‐５‐１８ 住宅型別の着工床面積・シェアの推移

資料：図表２‐５‐１７及び２‐５‐１８、「住宅着工統計」（国土交通省）により国土計画局作成
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（２）距離圏別の着工動向

次に、上述の４つの住宅型ごとに、距離圏別の着工戸数シェアの推移をみると、戸建持家型

の住宅については、４０km圏周辺での着工が多くを占めており、ほぼ一定のシェアで推移してい

る。一方、着工戸数が近年増加している（図表２‐５‐１７参照）戸建分譲型の住宅については、２０、

３０km圏のシェアは拡大傾向、遠郊外の５０～７０km圏のシェアは縮小傾向と、距離圏別のシェア

が大きく変化している。共同貸家型の住宅については、平成１６年における着工戸数が平成２年

の約４５％に減少した（図表２‐５‐１７参照）。距離圏別のシェアは、都心部の周辺に当たる２０、３０km

圏周辺での着工が多く、大きな変化はないが、１０km圏のシェアは平成４年より徐々に拡大して

おり、特に平成１５、１６年にかけて大幅に拡大し、平成１５年より３０km圏のシェアを上回っている。

平成初めに比べて着工戸数が増加している（図表２‐５‐１７参照）共同分譲型については、１０km圏

のシェアが著しく拡大しており、平成１４年からは全距離圏の中でトップのシェアを占めるまで

に拡大している。平成１６年においては、１０、２０km圏でのシェアが減少し、３０～５０km圏の都心

部周辺及び郊外部でシェアの拡大がみられる（図表２‐５‐１９）。

なお、平成１６年における距離圏別の住宅型シェアは、東京都心から遠ざかるほど戸建持家型

の住宅シェアが大きく、逆に都心に近づくほど共同分譲型のシェアが大きくなっており、１０km

戸建持家

共同貸家

戸建分譲

共同分譲

図表２‐５‐１９ 住宅型別に見た距離圏別着工戸数シェアの推移

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土計画局作成
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圏における着工戸数の約半数が共

同分譲型となっている（図表２‐５‐

２０）。

（３）住宅の質の変化

さらに、供給されている住宅の

質の変化をみるため、一戸当たり

の住宅床面積についてみると、戸

建持家型の住宅は１０km圏で増減

が見られる以外は大きな経年変化

は見られず、１２０～１３０m２／戸を維

持している。戸建分譲型の住宅は、

平成５年頃、特に東京都心近くの

１０～２０km圏において一度大きく

床面積が減少したが、近年はおおむね増加傾向にある。共同分譲型の住宅は、平成２年以降、大

幅に床面積が増加しており、２０km圏では平成２年に比べて約３１m２も拡大している。２０～５０km

圏については、近年床面積が減少傾向にある。なお、６０km圏以遠では、ほとんど着工が無いた

め床面積の増減が激しくなっている。共同貸家型の住宅は、特に着工戸数シェアの多数を占め

る２０、３０km圏において、平成７年頃から床面積は減少し続けており、平成初めの水準に戻って

いる（図表２‐５‐２１）。

図表２‐５‐２１ 住宅一戸当たり床面積の推移

図表２‐５‐２０ 距離圏別の住宅型シェア（平成１６年）

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土計画局作成

資料：「住宅着工統計」（国土交通省）により国土計画局作成
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（４）分譲マンションの供給動向

次に、着工戸数・シェア及び床面積が大きく拡大してきている共同分譲型の住宅（分譲マン

ション）について、その供給動向を詳しく見ていく。

平成２年以降、首都圏で供給されたマンション供給戸数の推移をマンション竣工年ベースで

みると、平成１６年の供給戸数は８７．９千戸と平成２年の約１．７倍の供給戸数となっている。また、

平成７年に大幅に供給戸数が増加し、それ以降８０千戸以上の供給が続いている。距離圏別に供

給動向をみると、全供給戸数に占める割合は平成初めから平成７年頃までは、１０km圏の割合は

低かったものの、その後は増加し、近年においては、４０、５０km圏以遠の割合が減少している一

方で、平成１６年については、首都圏における供給数の約３３％を占めており、最も割合が高い（図

表２‐５‐２２）。

次に、平均住戸面積と平均販

売価格の関係をみると、１０km

圏においては平成６年、それ以

外の距離圏では平成４年以降、

販売価格を下げながら住戸面積

が拡大する傾向にあったが、近

年その傾向が変化し、平成１５年

から平成１６年にかけては、１０km

圏については、販売価格が上昇、

住戸面積が拡大し、２０、３０km

圏については、販売価格が下

落、住戸面積が縮小、４０km圏

以遠については、販売価格が上

昇し、住戸面積が縮小する傾向

がみられる（図表２‐５‐２３）。

図表２‐５‐２２ マンション供給戸数の推移

図表２‐５‐２３ 分譲マンション平均価格・面積の推移

資料：国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省国土計画局作成
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首都圏における平成２年から平成１６年までの市区町村別のマンションの累積戸数を見ると、１０

km圏、２０km圏の都区部の累積戸数が多いことがわかる。それ以外の距離圏においては、船橋

市、相模原市での累積戸数が多いことがわかる（図表２‐５‐２４）。

首都圏におけるマンション供給の推移を規模別にみると、全体的に５０戸未満の供給が減少す

る一方で２００戸以上の物件数が増加している。特に、近年３００戸以上の物件の大幅な増加がみら

れる（図表２‐５‐２５）。

図表２‐５‐２４ 首都圏におけるマンション累積戸数（Ｈ２～Ｈ１６）

図表２‐５‐２５ マンション規模別シェアの推移

資料：国土交通省国土計画局作成

資料：国土交通省国土計画局作成
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